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行政サービス

１．フルコストとは

フルコスト＝ 行政サービスの金額

○ わたしたちの身の回りには、国や都道府県、市町村などが提供する社
会保障や教育などの各種行政サービスがあり、これらによりわたしたちの
生活が支えられています。

○ 国が行政サービスを行うには、そのサービスを実施するために直接要
するコスト（事業費）以外にも、サービスを行う公務員の「給与（人件費）」
や、電気代・水道代などの「光熱費（物件費）」、使用している庁舎の「減
価償却費」といった様々なコストが発生します。

○ フルコストは、こういった国の行政サービスを「人」、「物」、「事業」の３つ
の性質に分けて計算したコストの合計となります。

※フルコストは現金主義でなく発生主義で計算しております。
例えば庁舎を建てる場合、現金主義では工事代金の支払時にコ

ストとして認識しますが、発生主義では庁舎の使用期間（耐用年
数）にわたって建設費用を均等分割してコストを認識します。

人にかかるコスト（人件費）

物にかかるコスト（物件費）
（庁舎等の減価償却費を含む）

事業コスト
（事業実施に直接要した費用）
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２．フルコスト情報の役割

○ コストの全体像のわかりやすい情報開示

・ 行政サービスは国民が負担した税金等を財源として行っていますので、
行政サービスの担当者は税金等が実際にどのように使われたかを国民
に対して説明しなければなりません。

・ 行政サービスに直接要するコストだけではなく、公務員の給与や光熱費
などの管理費、減価償却費といった現金支出を伴わないコストを含めること
で行政サービス毎のコストの全体像が見えるようになります。

・ また、フルコストを「利用者１人当たり○○円」、「国民１人当たり○○円」
という情報等を含めて、フルコスト情報という形で開示することで、行政サー
ビスを受けるためにどの程度の負担が必要なのかイメージしやすくなります。

A事業（イメージ）

フルコスト
（行政サービスの金額）

100億円

利用者数：2,000万人の場合
利用者１人当たりコスト

500円
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単位当たりコスト ＝ フルコスト ÷ 単位 （例：行政サービスの利用者等）

３．フルコスト情報の活用

フルコスト情報では、行政活動の効率性や適正性の分析に役立つ

代表的な指標として、以下のような指標を設定しています。

○ 単位当たりコスト

・ フルコストをその行政サービスの利用者や提供日数といった単位で除

して求める指標で、行政サービスの規模感がわかりやすくなります。

・ また、単位に行政サービスの成果や効果を表す数値を設定し、過去

の単位当たりコストと見比べることなどで、活動が効率的に行われて

いるか、また、適正な水準となっているかを考えるきっかけになります。
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自己収入比率 ＝ 自己収入 （例 ： 利用料 ・ 手数料） ÷ フルコスト

間接コスト率 ＝ フルコスト ÷ 現金の給付額 （例：補助金の交付額等）

○ 自己収入比率

・ フルコストに対して、その行政サービスの直接の受益者が負担した手

数料等の収入の割合を示した指標です。過去の自己収入比率と見比べ

ることなどで、その行政サービスにおける受益者負担が適正な水準と

なっているかを考えるきっかけになります。

○ 間接コスト率

・ 国民等への補助金や手当等といった給付金の給付額の総額に対して、

その給付のために要したフルコストの割合を示した指標です。過去の間

接コスト率と見比べることなどで、補助金等の給付事務が効率的に行わ

れているかを考えるきっかけになります。

自己収入の内容 Ｘ年度 Ｘ＋１年度 Ｘ＋２年度

Ａ事業（○○省） 参観料等 ５０．２３％ ６１．７４％ ７５．２１％

Ｂ事業（△△省） 受験料 ３９．８０％ ３５．２７％ ２９．６６％

Ｘ年度 Ｘ＋１年度 Ｘ＋２年度

Ｃ事業（○○省） ０．２２％ ０．６５％ ０．７８％

Ｄ事業（□□省） ５．０１％ ２．８８％ ４．２５％

Ｂ事業の自己収入比率が毎年
下がっているのは何でだろう？

Ｃ事業とＤ事業の間接コスト率
に差があるのは何でだろう？

４

※経年比較は、各省庁HPに掲載しているデータベース（Excel形式）で確認できます。
（本冊子の裏表紙に記載しているURL又はQRコードから各省庁HPにアクセスできます。）



【○○省】○○○○事業

事業の概要

本事業に関連する令和○年度の行政事業
レビューシートの事業番号（○○○○）

○○○○事業は、・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・です。

（イメージ写真・図）

○○型

主な保有資産
○○○○： ○.○億円
○○○○： ○.○億円

②

①

（事業スキーム図）

フルコスト ○.○億円（ ○.○億円）

うち（○）○○○○○○
におけるフルコスト ○.○億円
（内訳）
業務費用（人件費） ○.○億円
業務費用（人件費以外） ○.○億円
減価償却相当額 ○.○億円
減損損失相当額 ○.○億円
-------------------------------
（参考）自己収入 ○.○億円

（ ○.○億円）
資源配分額 ○.○億円
（現金給付等） （ ○.○億円）

うち国におけるフルコスト ○.○億円
（内訳）
人にかかるコスト ○.○億円
物にかかるコスト ○.○億円
庁舎等（減価償却費） ○.○億円
事業コスト ○.○億円

--------------------------------
（参考）自己収入 ○.○億円

（ ○.○億円）
資源配分額 ○.○億円
（現金給付等） （ ○.○億円）

単位当たりコスト
○○○１○当たりコスト： ○○円（○○円）
（参考）単位：○○○○ ○○件（○○件）

間接コスト率 又は 自己収入比率
○○％（○○％） ④

③

⑤

（ ）：前年度
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４．フルコスト情報（ダイジェスト版）の見方

実際に公表しているフルコスト情報（ダイジェスト版）の様式を使用し
て説明します。



⑤ 「主な保有資産」

フルコスト事業において保有している主な資産で、減価償却費を計上している資産又

は土地等の非償却資産のことです。

① 「○○事業型」

事業については、以下の３つの類型に分類され、該当するものを選択しています。

・ 「補助金・給付金事業型」

国が国以外の者に補助金その他の給付金等を交付等する事業

・ 「受益者負担事業型」

国等が特定の者に提供する公の役務に対する反対給付として手数料等を徴収す

ることとしている事業

・ 「その他事業型」

上記以外の事業

② 「フルコスト」

以下のコストを合計したものになります。

なお、独立行政法人等の外部機関を通じて事業を実施する場合には、外部機関の

コストについても併せて記載しています。

・ 「人にかかるコスト」

事業に従事している職員等の人件費（例：職員給与）

・ 「物にかかるコスト」

事業を実施するにあたって必要な事務費（例：光熱費等）

・ 「庁舎等（減価償却費）」

事業を実施している職員等が利用している庁舎等の減価償却費

・ 「事業コスト」

事業の実施に直接要する費用（例：委託費、事業資産に係る減価償却費）

③ 「単位当たりコスト」

フルコストをその行政サービスの利用者や提供日数といった単位で除して求める指標

です。

④ 「間接コスト率」、「自己収入比率」

・ 「間接コスト率」とは、事務費等の資源配分に要したコスト（間接コスト）をその資源

配分額で除して得た値のことです。

・ 「自己収入率」とは、受益者が負担する手数料等の自己収入額をフルコストで除し

て得た値のことです。

６

さらに、上記の事業類型において、国が直接実施する事業を「単独型」、国が独立行
政法人等の外部機関を通じて実施する事業を「外部機関利用型」に区分しています。



５．フルコスト情報（ダイジェスト版）のサンプル

７

○ 下の図は財務省が実際に公表しているフルコスト情報のサンプ

ルです。
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１． 補助金・給付金事業型【９５件】（単独型５６件 外部機関利用型３９件）

内閣府
・ 災害救助費等負担金に関する事業【単】
・ 原子力発電施設等緊急時安全対策交付金事業【単】
・ 子供の未来応援地域ネットワーク形成支援事業【単】
・ 地域女性活躍推進交付金交付業務【単】
・ 沖縄科学技術大学院大学学園業務【単】
・ 犯罪被害給付金事業【単】
・ 都道府県警察費補助金事業【単】

・ 地方消費者行政強化交付金事業【単】
・ 地域就職氷河期世代支援加速化事業【外】
・ 民間資金等活用事業調査等業務【外】
・ 沖縄振興特別推進交付金業務【外】

総務省
・ 無線システム普及支援事業（高度無線環境整備推進事業）【単】
・ 恩給支給事業【外】

法務省
・ 更生保護施設整備事業への補助業務【外】

外務省
・ アジア友好促進補助金事業【単】
・ 「北方領土復帰期成同盟」補助金事業【単】
・ 外交・安全保障調査研究事業費補助金事業【単】

文部科学省
・ 放送大学学園補助事業【単】
・ 日本学校保健会補助事業【単】
・ 日本私立学校振興・共済事業団補助事業（基礎年金等） 【単】

・ 大型放射光施設（ＳＰｒｉｎｇ－８）及びＸ線自由電子レーザー施設（ＳＡＣＬＡ）の整備・共用事業【単】
・ スーパーコンピュータ「富岳」の運用事業【単】
・ 国際宇宙ステーション開発事業【単】
・ 日本スポーツ協会補助事業【単】
・ 国宝・重要文化財建造物保存修理強化対策事業【単】
・ アイヌ子弟高等学校等進学奨励費補助事業（高校・高専） 【外】

・ 奨学金貸与事業【外】
・ 次世代研究者挑戦的研究プログラム【外】
・ 科学研究費助成事業【外】
・ 電源立地地域対策交付金、交付金事務等交付金業務【外】

（参考）令和３年度 フルコスト算定事業・業務一覧

】

厚生労働省
・ 骨髄移植対策事業【単】
・ 労災保険給付業務【単】
・ 失業等給付関係業務【単】
・ 人材開発支援助成金事業【単】
・ 児童保護費等負担金事業【単】

９



・ 非正規雇用の労働者のキャリアアップ事業【単】
・ 自殺防止対策事業（SNS相談） 【単】

・ 戦傷病者戦没者遺族等援護法施行業務【単】
・ 特別児童扶養手当給付事業【単】
・ 全国健康福祉祭事業【単】
・ 国保保険者標準事務処理システム事業【単】
・ 医療施設ブロック塀改修等施設整備事業【外】
・ 医薬品副作用等被害救済事業費等補助事業【外】
・ 水道施設等整備事業【外】
・ 未払賃金立替払事業【外】
・ 65歳超雇用推進助成金関係業務【外】
・ 職業転換訓練費負担金事業【外】
・ 中小企業退職金共済等事業【外】
・ 精神障害者医療保護入院費補助金事業【外】
・ 後期高齢者医療給付費等負担金事業【外】
・ 年金生活者支援給付金事業【外】

農林水産省
・ 獣医療提供体制整備推進総合対策事業（獣医師養成確保修学資金給付事業） 【単】
・ 農業知的財産保護・活用支援事業【単】
・ 戦略的輸出拡大サポート事業（商談会及び見本市への出展等サポート） 【単】
・ 緊急食糧支援事業【単】
・ 飼料穀物備蓄対策事業【単】
・ 農業共済組合連合会等交付金事業【単】
・ 農業共済事業事務費負担金事業【単】
・ 農村地域防災減災事業【単】
・ 治山事業【単】
・ 水産業改良普及事業交付金事業【単】
・ 輸出環境整備推進事業（自治体や民間検査機関等による証明書発給等の体制強化
支援事業） 【外】

・ 野菜価格安定対策事業（指定野菜価格安定対策事業） 【外】
・ 加工原料乳生産者補給金等事業【外】
・ 農業者年金事業【外】
・ 多面的機能支払交付金事業【外】
・ 「緑の雇用」新規就業者育成推進事業【外】
・ 離島漁業再生支援等交付金事業【外】

経済産業省
・ 工業用水道事業【単】
・ 石油天然ガス権益・安定供給の確保に向けた資源国との関係強化支援事業 【単】
・ 伝統的工芸品産業振興補助事業 【単】
・ 休廃止鉱山鉱害防止等工事費補助事業【単】
・ 石油製品品質確保事業【単】
・ 日本政策金融公庫補給事業（中小企業経営力強化資金融資補給除く） 【単】
・ 技術協力活用型・新興国市場開拓事業（社会課題解決型共同開発事業） 【外】
・ 研究開発型スタートアップ支援事業【外】
・ 宇宙産業技術情報基盤整備研究開発事業【外】

】
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・ 省エネルギー投資促進に向けた支援等補助事業【外】
・ 燃料電池自動車の普及促進に向けた水素ステーション整備事業【外】
・ 中小企業知的財産活動支援補助事業（海外知財訴訟保険事業） 【外】



文部科学省
・ 国立美術館（展示）事業【外】
・ 国立文化財機構（展示）事業【外】

２． 受益者負担事業型【１９件】 （単独型１５件 外部機関利用型４件）

・ 事業承継・世代交代集中支援事業【外】
・ 小規模事業対策推進事業【外】

国土交通省
・ 地域公共交通確保維持改善事業【単】
・ 船舶の建造・運航における生産性向上事業【単】
・ 国際競争力の高いスノーリゾート形成促進事業（国際観光旅客税財源）【単】
・ 地域型住宅グリーン化事業【外】
・ 独立行政法人自動車事故対策機構介護料支給業務【外】

国土交通省
・ 不動産鑑定士試験事業【単】
・ 国営公園等維持管理事業【単】
・ 海技資格制度運用事業【単】
・ 航空従事者技能証明業務【単】
・ 独立行政法人自動車事故対策機構適性診断業務【外】
・ 航空機操縦士養成事業【外】

内閣府
・ 赤坂迎賓館参観事業【単】
・ 京都迎賓館参観事業【単】
・ 公認会計士試験事業【単】

法務省
・ 司法書士試験業務【単】

財務省
・ 税理士試験業務【単】

厚生労働省
・ 薬剤師国家試験事業【単】

農林水産省
・ 獣医師国家試験業務【単】

経済産業省
・ 計量士国家試験業務【単】
・ 弁理士試験業務【単】

防衛省
・ 退職予定自衛官就職援護業務費補助金事業【単】
・ 騒音防止事業（住宅防音）【単】

環境省
・ 海洋プラスチックごみ総合対策事業【単】

・ 指定管理鳥獣捕獲等事業【単】

・ 循環型社会形成推進事業【単】

・ 原子力被災者環境放射線モニタリング対策関連事業【単】
・ 環境研究総合推進費業務【外】

・ 環境配慮型先進トラック・バス導入加速事業【外】

】
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３． その他事業型【９０件】 （単独型５２件 外部機関利用型３８件）

環境省
・ 土壌汚染調査技術管理者試験業務【単】
・ 核燃料取扱主任者試験業務【単】

復興庁
・ 福島生活環境整備・帰還再生加速事業（防犯・防災委託事業） 【単】

内閣府
・ 実用準天頂衛星システム事業の推進事業【単】
・ 電子計算機運営事業【単】
・ 国立公文書館業務【外】
・ 国民生活センター相談事業【外】

デジタル庁
・ 社会保障・税番号システム整備等業務【単】

総務省
・ 電波資源拡大のための研究開発事業【単】
・ 消防庁危機管理機能の充実・確保事業【単】
・ 統計調査の実施等事業(経常調査等) 【外】
・ 地方への移住・交流の推進事業【外】

法務省
・ 供託業務【単】
・ 矯正業務【単】
・ 人権相談業務【単】
・ 訟務業務【単】
・ 出入国在留管理業務【単】

外務省
・ 外国報道関係者招へい事業【単】
・ 外国メディア向けプレスツアー事業【単】
・ 日本特集番組制作支援事業【単】
・ 政府開発援助政策の調査及び企画立案等業務【単】

財務省
・ 国税局電話相談センター運営事業【単】
・ 通関業務【単】
・ 輸出入通関業務【単】
・ 国の財務書類作成業務（省庁別財務書類等を基礎として作成） 【単】
・ 普通財産管理処分業務【単】

文部科学省
・ 政府統計共同利用システムの整備事【単】
・ 教科書無償給与業務【単】
・ 外国政府派遣留学生の予備教育等留学生受入促進事業【単】
・ 研究交流促進事業【単】
・ 原子力損害賠償紛争審査会等業務【単】
・ 国宝重要文化財等の買上げ事業【単】
・ 独立行政法人教職員支援機構研修事業【外】
・ 教員資格認定試験事業【外】
・ 独立行政法人国立青少年教育振興機構教育事業及び研修支援業務【外】

】
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・ 独立行政法人国立女性教育会館研修事業【外】
・ 独立行政法人国立特別支援教育総合研究所研究事業【外】



厚生労働省
・ 入国者に対する検疫業務【単】
・ 労働保険適用徴収業務【単】
・ 生活保護受給者等就労自立促進事業【単】
・ 新卒者等に対する就職支援事業【単】
・ 個別労働紛争対策の推進事業【単】
・ 生活困窮者自立支援制度人材養成研修事業【単】
・ 遺骨収集関連事業【単】
・ データヘルス分析関連サービス事業【単】
・ 公的年金制度等の適正な運営に必要な経費（保険料納付手数料等）に関する事業【単】
・ EBPM推進検討事業【単】
・ 労災特別介護援護事業【外】
・ ハローワークシステム運営費関係業務【外】
・ 離職者等の再就職に資する総合的な能力開発プログラムの推進事業【外】
・ 中小企業・小規模事業者等に対する働き方改革推進支援事業【外】
・ 養育費等相談支援センター事業【外】

・ 社会福祉施設職員等退職手当共済事業【外】
・ 昭和館運営事業【外】
・ 介護保険指導監督等職員等研修事業【外】
・ 医療保険における費用対効果評価事業【外】
・ ねんきん定期便事業【外】
・ 独立行政法人労働政策研究・研修機構運営事業【外】

農林水産省
・ 輸出入植物検疫業務【単】
・ 輸出入動畜産物検疫業務【単】
・ 水産基盤整備事業（直轄） 【単】
・ 牛肉トレーサビリティ業務委託事業【外】
・ 輸出環境整備推進事業（輸出先国の主要輸出障壁実態調査、データ収集等事業） 【外】
・ 国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構農業機械化促進業務【外】
・ 独立行政法人家畜改良センター運営業務（全国的な家畜改良の推進に係る業務） 【外】
・ 海外農林業開発協力問題調査等事業【外】
・ 森林病害虫等被害対策事業（森林害虫駆除事業委託） 【外】
・ 水産資源調査・評価に係る業務【外】

・ 国立大学法人等業務【外】
・ 国立研究開発法人科学技術振興機構運営費交付金事業【外】
・ 国立研究開発法人理化学研究所運営費交付金事業【外】
・ 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構運営費交付金事業【外】
・ 独立行政法人日本スポーツ振興センタースポーツ振興助成事業【外】
・ 新進芸術家等の人材育成事業【外】

経済産業省
・ 国立研究開発法人産業技術総合研究所運営費交付金事業（イノベーションスクール事業）【外】
・ 緊急時放出に備えた国家備蓄石油及び国家備蓄施設の管理委託事業（石油分）【外】
・ 独立行政法人中小企業基盤整備機構運営費交付金事業（中小企業倒産防止共済制度）【外】

国土交通省
・ 地籍基本調査事業【単】
・ 車両の環境対策事業【単】

・ 独立行政法人国立特別支援教育総合研究所研修事業【外】

】
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環境省
・ 個人被ばく線量把握事業【単】
・ ＣＯ２削減対策強化誘導型技術開発・実証事業【単】
・ 地球環境保全試験研究事業【単】
・ 生物多様性センター整備業務【単】

・ 地殻変動等調査業務（水準測量業務）【単】
・ 防災情報提供センター業務【単】
・ 海技教育機構海技大学校運営事業【外】

（事業実施区分の表記について）
単独型・・・・・・・・・・・・・【単】
外部機関利用型・・・・・【外】

防衛省
・ 能力構築支援事業【単】
・ 自衛官等募集活動事業【単】
・ 防衛大学校の維持事業【単】
・ 防衛医科大学校の維持事業【単】
・ 安全保障技術研究推進制度事業【単】

】
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各省庁等が公表している「事業別フルコスト情報の開示」につい

ては、財務省のホームページからアクセスできます。

詳しくはこちらをご覧ください。

フルコスト情報

https://www.mof.go.jp/policy/budget/report/public_finance_fact_sheet/fy2021/link.html
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